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１．はじめに 

 

日本経済は経済活動のグローバル化などにより、資源

や製品の輸送に伴うCO2排出量の増加，および廃棄物の

増加が懸念されている。このような社会背景に先立って、

運輸部門におけるCO2対策や廃棄物対策に関する研究が

今日まで活発に行われてきた。物流分野における対策と

して、交通・輸送体系を改善していくものが多く検討さ

れてきた。一方で、輸送距離を縮めるような対策はあま

りなされては来なかった。そこで、「地産地消（生産地

と消費地が近いこと）」の「地産」の部分を特に注目し

て研究をしていく。 

企業で見ると1つの事業所での物流面の評価は行われ

ているが、自動車産業全体としての輸送距離を縮めるよ

うな物流対策にはなっていない。すなわち、消費地の近

くに生産工場を設けることにより完成車物流には効果あ

るが、自動車の生産全体における環境負荷の低減効果は

表れていないと考えられる。 

そこで本研究では、地方の生産拠点として注目されて

いる九州自動車産業を対象として、調達物流で見た実態

を把握し、問題点の抽出を目的とする。 

 

２．本研究の位置づけ 

 

本研究の特徴として以下の点が挙げられる。 

(ⅰ)「立地」と「輸送」の関係に着目している。 

(ⅱ)「地産」の観点で産業集積状況を評価する。 

(ⅲ)「地産」を表現する手段として、「総輸送量」、

「総輸送距離」、「単位重量当たりの輸送距離」

を用いる。 

地域集積を「距離」の概念で説明した研究・調査はな

く、この点が本研究の新しい点である。 
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３．研究の概要 

 

本研究では、まず九州自動車産業の調達物流の仕組み

を調査するとともに、全国貨物純流動調査の統計データ

を基に、九州自動車産業の環境面の課題を整理する。そ

の後、企業へのヒアリングをし、「調達現地化の進む要

因・進まない要因の抽出」を行う。そして、『今後の地

域的集積による総輸送距離（量）の削減、及び、自動車

産業の集積』をより加速させていくための手段を考察し

ていく。 

また、本研究では「地産が行われているか」に着目し

ていることより、「自動車部品の輸送における距離を減

らす」という視点に立って分析する。そこで、「輸送

量」、「輸送距離」、「単位重量あたりの輸送距離」を

指標として分析する。 

 

４．地域の選定 

 

九州自動車産業に選定した理由は、 

・成長著しい自動車産業の集積地あるということ。 

・地方の自動車産業であること。 

・今後も発展が期待されること。 

などが挙げられる。 

 

５．現況の整理 

 

（１）自動車産業の動向 

a）東海地区の部品出荷額の上昇 

1981～2003年の自動車部品出荷額の変動を見る

と、全国の自動車総生産台数には大きな変動はない

にもかかわらず（ほぼ1,000万台前後で推移）、東

海地区の部品出荷額は上昇している。 

（図－１参照） 

 b）九州の自動車生産台数は増加 

1975年の日産自動車九州工場進出以降、1992年

のトヨタ自動車九州、2004年のダイハツ車体の相次

ぐ進出により、1993～2005年の間で九州における

生産台数は約2倍に増加し、2006年には100万台を

突破した。（図－２参照） 



 c）九州の部品出荷額は伸びない 

九州においては自動車生産台数シェアが増加して

いるのにもかかわらず、部品出荷額の伸びは東海地

区に比して緩やかである。（図－１参照） 

 d）九州での1次部品メーカーは増加 

完成車メーカーに付随する形で、1次部品メーカ

ーの九州進出も相次ぎ、自動車産業に従事する地場

企業の数も増えてきている。特に、低付加価値部品

メーカーが増加。（図－３参照） 

 
東海地区のみ増加

九州地区は変化無し

資料）経済産業省「工業統計表（品目編）」  
図－１ 地域別自動車部品出荷額推移 
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図－２ 九州の自動車生産台数と全国シェアの推移 
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図－３ 九州における自動車関連事業所の進出件数 

 

６．統計データからの分析 

 

（１）総輸送量の算定 

自動車部品の総輸送量を算定するために、一般的に用

いられる以下の6項目についての比較を行なった。 
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ここでのデータは2000年、2005年実施の全国貨物純

流動調査の3日間調査のデータをもとにしている。デー

タには車体・その他自動車部品が含まれている。

（注 ： エンジン，タイヤ，カークラー等はデータには

含まれていない。) 

表－１からも読み取れるように、完成車の生産台数が

増加しているのにもかかわらず総出荷量は減尐し、現地

調達率も減尐している。完成車生産に必要な部品は他地

域からの集荷量の割合が増加している。 

表－１ 九州における自動車部品の輸送量 

（単位：ton）
2000年 2005年 増減

Q （総出荷量） 22603 19837 -2766
N （地域内出荷量） 17888 16022 -1866
N in （他から九州へ） 6421 7624 1203

D （流通量） 24309 23646 -663
R n （域内出荷量） 79.1% 80.8% 1.6%

S k （現地調達率） 73.6% 67.8% -5.8%

自  動  車  部  品

 

 

（２）総輸送距離の算定 

 「輸送距離」を指標として用いた。「輸送距離」は次

式のように定義する。 
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また、「距離」は都道府県庁間距離として算定した。 

 総輸送距離の算定を通して、完成車工場のある福岡

県・大分県の輸送距離が増大している。 

 「総輸送量」を指標とした際には、九州地区での自動

車部品流通量（図-４）は減尐していたが、「総輸送距

離」を指標としてみていくと約10%増加している。この

ことは、近い九州地区内からの部品調達ではなく、遠い

関東・東海地区からの部品調達が増加しているために増

加したと考えられる。 
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図-４ 自動車部品流通量の県比較 
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図-５ 自動車部品輸送距離の県比較 

 



（３）単位重量当たり輸送距離の算定 

 単位重量当たり輸送距離は次式で算定し、九州地区で

完成車生産が行われている「福岡」「大分」および、自

動車産業の代表的な「神奈川」「愛知」「広島」と全国

の平均との比較を行なった。 
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また、全国平均は次式で求めた。 
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自動車産業の集積地である「神奈川」、「愛知」、

「広島」は全国平均よりも小さい値をとっているが、九

州自動車産業は非常に大きな値をとっている。これは、

近県からの部品調達ではなく、遠い関東・東海地区から

の調達が増加しているためであると考えられる。 

表―２ 単位重量当たり輸送距離の比較 

2000年 2005年
神奈川 74.2 78.3
愛知 30.8 40.9
広島 107.9 65.5
福岡 208.2 223.0
大分 400.5 454.4

全国平均 76.7 79.0 (単位：km) 
 

７．ヒアリング調査 

 

（１）1次部品メーカーの部品供給・調達状況 

ヒアリングで取得したデータを基に「輸送量」、「輸

送距離」、「単位重量あたりの輸送距離」と、さらにC

O2排出量の検証を行った（図－６）。主な部品の流れは、

完成車メーカーAへの部品供給の1次調達と2次部品メー

カーからの2次調達の2通りである。ここでは、月単位の

データで示す。 

 図－６において2次調達は1次調達に比べると、現地調

達率が低く、輸送量の割にCO2排出量が多くなっている。

2次調達のCO2排出量が多いのは、重量当たりの輸送距

離が長いことが原因と考えられる。 

完成車メーカーA

1次部品メーカーB

2次部品メーカー

1次調達

２次調達

輸送量：236ton
輸送距離：7910.3t・km
重量あたりの輸送距離：33.5km

輸送量：157.5ton
現地調達率：49.1％
輸送距離：92389.1t・km
重量あたりの輸送距離：585.5km

CO2排出量
1.42ton

CO2排出量
6.77ton

 
図－６ 供給・調達状況 

（２）九州自動車産業の特徴 

「生産に特化している」という点が大きな特徴である。

研究開発部門もなく、調達部門もない、自動車生産のみ

が行われている地域である。調達は本社が行っており、

その理由は集中購買・世界最適調達・開発購買という要

因が挙げられる。 

また、完成車メーカー・1次部品メーカー間の調達は

多くの部品に関しては現地調達されている。調達されて

いない部品としては、高付加価値・高度な技術を要する

部品であった。一方で、1次部品メーカー・2次部品メー

カーの調達は設備や経営状況などの理由で限定的である。

この2者間の調達が進まないために、輸送距離が伸びて

いたと考えられる。 
＜九州地域の各層の特徴＞

日産自動車九州工場、トヨタ自動車九州
ダイハツ九州

・エンジン、ミッション等に使われる高付加
　価値部品の多くは、東海、関東地区から
　調達
・車体部品の域内調達は限界点に近づく
・部品調達の窓口は本社
・設計・開発部門も基本的に本社

車体メーカー、ドアトリムメーカー
など

・車体部品、大物部品中心
・一部で域内調達に積極的
・調達は本社中心だが、
　本社への紹介を積極的に実施

・プレス、各種加工中心
・設備が小型で仕事が限定的
・ＱＣＤ、小ロット生産への
　対応が参入のネックに

本社工場

設計・開発
調達窓口

１次部品メーカー
　協力会加盟企業
・完成車メーカーと
　共同開発
・調達窓口あり

２次部品メーカー
・１次部品メーカーと
　共同開発
・生産管理技術

完成車
メーカー

３社

１次部品メーカー
協力会加盟企業中心
（関連子会社含む）

　　約１３０事業所

２次部品
　　　メーカー
（地場系メーカー中心）

　　約４６０事業所

高付加
価値部品
・高度な加
工技術を
要する部品

・鋳造
・メッキ、塗装、熱処理
・大型設備を導入し、大量
　生産、低コスト生産可能

東海、関東、広島地域など 九州地域

高付加価値
製品

資料）ヒアリング、九州地域産業活性化センター発表資料より作成  

図―７ 九州での部品調達構造 

 

（３）現地調達に向けての取り組み 

完成車メーカーには地場企業の育成という視点はあま

り見られなかった。完成車メーカーの地場調達支援策と

しては、人的支援や商談会を開くなどの支援策は見受け

られるが、地場企業の一番のネックとなる経営や設備へ

の支援は全くないという状況である。完成車メーカーが

経営・設備への支援を検討する場合として、「サプライ

ヤパーク」で多数の企業が集中して立地すること等が考

えられる。 

  

（４）輸送手段について 

基本的な輸送手段としてはトラック輸送という形にな

っている。1次部品に関しては完成車工場に近くにある

のでトラック輸送である。しかし、2次部品に関しては

距離に関係なくトラック輸送を採用している。 

これは、輸送量が尐ないことで船による輸送ができな

いことが要因である。海上輸送には相当量の部品が必要

であり、この量を確保するために在庫（更に倉庫）が必

要となる。自動車産業は在庫も「ムダ」と位置付けられ

ているために、2次部品の海上輸送は増加していかない

と考えられる。 



（５）特性把握 

「現地調達の進む要因と進まない要因」を抽出したと

ころ、表－３のような結果となった。 

さらに、部品特性・メーカー特性に分けられた。 

表－３ 現地調達の進む要因と進まない要因 

現地調達の進む要因 現地調達の進まない要因

部品
特性

・大きく重い部品
　　　　→輸送効率の悪い為に、近くの方が効率的。
　　　　　　現地調達・生産のケースが多い。
　　　　　　（ボディ、ドアトリム、シート）
・九州生産車種の専用部品

・小物部品
　　　　　→大量に輸送できるため、
　　　　　　輸送費が小額になる。
・共用部品
　　　　　→大量生産が可能であるため、
　　　　　　分散操業よりも、一極操業の方が効率的。

メーカー
特性

・自動車生産台数の増加
　　　　→生産台数の増加によって、小物・共用部品も
　　　　　現地調達・生産の可能性がある。
・開発能力（特殊技術）のある企業
　　　　→開発能力を持つ企業は取引を拡大している。
・地域の事情
　　　　→雇用、人材の状況が良好であること。
　　　　　また、誘致政策によっての優遇などがあること。
・既存2次部品メーカー（関東、愛知）の経営事情
　　　　→分散操業が不可能な場合。

・技術集積の状況
　　　　→必要な生産能力を有していない。
　　　　　設備の能力だけではなく、人材の問題もある。
　　　　　（プレス設備能力、アーク溶接、量産精密切削、
　　　　　　防振ゴム、冷鍛、アルミ型など）
・取引企業の安定性
　　　　→長期安定企業でないと、技術を持っていても
　　　　　取引先として選定されない。
・地場企業の経営マインド、ＱＣＤ能力
　　　　→経営状態に問題ないが、ＪＩＴ生産に対応できない。
　　　　　また、”質”が維持できるか。
・サプライヤ育成の視点のが存在しない
　　　　→特にメーカーからの支援が不足している。  

 

 部品特性 

 大きさ（荷姿）、重量に関して 

ボディなどの大きい部品に関しては完成車工場の

近くに移転していく傾向がある。 

 生産量との関係 

共用部品・小物部品は遠くからでも運ばれている

ものもある。大量生産が可能な部品であるので、生

産効率性を考えると輸送・生産を含めて全体として

安くなるという判断をしている。 

 機能部品 

 エンジン部品、トランスミッション系の部品は本

社工場の近くで製造されている。これは、エンジン

部品などは特殊・高度な技術を要する部品であるた

めに、設備・技術力の問題で製造されていない。 

 

 メーカー特性 

 取引企業の安定性 

長期安定企業でなくては取引先として選定されな

い。また経営の面で評価された場合でも、一定以上

の性能を有していないと契約されない。 

 開発能力の有無（特殊技術） 

部品などの開発には多額の費用・人材が必要とさ

れる。そのために、開発能力があるのかは契約でも

重要なポイントである。このような理由から、開発

能力を有する企業は自動車産業に参入しやすい。 

 設備の所有状況 

多くの2次部品メーカーの課題は、資金力である。 

今後、設備の大型化は避けて通れないと予想される。

設備投資が進まず、大型プレス機などの所有状況が

改善されずに生産できない部品も多い。 

 サプライヤ育成 

「サプライヤ育成」の視点があまりないことは現

地調達の阻害要因として考えられる。行政側の働き

かけによる研究会などは存在しているが、メーカー

側には積極的な支援策はない。 

８．総括 

 

（１）結論 

 九州自動車産業は輸送距離の増加などの問題を抱え

「見かけの集積」となっていることがわかる。1 次部品

メーカーの立地が九州に増えているが、輸送距離が増加

した要因としては 2 次調達の輸送距離が長くなっている

ためであると結論できる。さらに、2 次調達の輸送形態

は主にトラック輸送であり、モーダルシフトの進みにく

い調達であることもいえる。 

また、サプライヤの育成・支援、サプライヤパークへ

の誘導などの方策も物流政策として必要なのではないか

と考えられる。これは環境への効果だけではなく、地方

の地域経済にとっても意味のある政策なのではないだろ

うか。 

 

（２） 課題と今後の展望 

 物流部門の環境評価として CO2 排出量を算定しよ

うとしたが、都道府県間の輸送機関分担率などの

データが不十分であり算定できなかった。統計デ

ータの充実も課題として挙げられる。 

 「輸送距離」のように、CO2 以外の指標を用いる

環境評価の視点が必要である。 

 企業が産業全体として輸送効率が良くなるような、

サプライチェーンの視点を持つことが必要である。 
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